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令和元年６月21日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2019」等において地方自治体行

政の様々な分野で、業務プロセスやシステムの標準化等による業務効率化を進めることとされたことを

受け、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）（以下「標準化法」と

いう。）が定められ、令和５年３月29日に「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律第２条第

１項に規定する標準化対象事務を定める政令（令和４年政令第１号）」の一部改正により、人口動態調

査事務も標準化対象事務に追加された。

このため、人口動態調査事務において市区町村で導入されている人口動態調査事務システムについて、

令和４年10月７日閣議決定された「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（以下「基本方針」と

いう。）などを踏まえ、令和５年度は、有識者（自治体、開発ベンダー等）が参画する検討会を立ち上

げ、標準化の範囲や標準仕様の内容等の論点に関して議論を進めるとともに、地方自治体への照会等を

行った上で、８月31日に標準仕様書【第1.0版】を公表したところである。

令和６年度においては、制度改正の対応及び関連業務やシステムの変更による影響を調査し、標準仕

様書の改定の要否について検討を行う必要がある。

また、基本方針において、地方公共団体は標準化対象事務に係る基幹業務システムについて、令和７

年度末までにガバメントクラウドを活用した標準準拠システムへの移行を目指すとされていることから、

標準準拠システムの開発過程において生じるベンダー等からの標準仕様書の解釈の確認や疑義等へ対応

し、技術的調整の結果として標準仕様書の改定が必要となる見込みである。

なお、デジタル庁で定める統一的な検討方針策定への対応も併せて行う必要がある。

上記、調査研究等の結果、標準仕様書の改定の要否について検討を行うとともに、必要に応じて令和

７年１月を目処に標準仕様書【第1.0版】を改定し、標準仕様書【第2.0版】を公表する。

目的と背景
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作業者 6月・7月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

検討会

全国意見照会

標準仕様書作成
事業者

開発事業者
（5ベンダー）

自治体
（福島県いわき市、
千葉県酒々井町、
東京都新宿区、東
京都大田区、東京
都江戸川区、三重
県津市、大阪府大
阪市、佐賀県伊万
里市、沖縄県今帰
仁村）

第１回（９/18）

標準仕様書
【第2.0版】
改定素案作成

ア
ン
ケ
ー
ト
回
答

全国意見照会
意見反映

• 標準仕様書【第2.0版】の改定スケジュールは下記のとおり。

第２回（10月下旬） 第３回（１月中旬）

全国意見
照会

11月中旬～
12月上旬

意見
反映

意見反映 意見
反映

標準仕様書【第2.0版】公表
（１月末）

標準仕様書【第2.0版】の改定スケジュール
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アンケート発出
（6/11）

ア
ン
ケ
ー
ト
回
答

アン
ケート
集計
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標準仕様書全体に影響する箇所の説明



6

No. カテゴリ 改定項目 影響箇所 備考

１ デジタル庁の方針へ
の対応

帳票ID採番の対応 • （別紙3）帳票詳細要件
• （別紙4）帳票レイアウト

２ 適合基準日欄の追加対応
（※２-１.改定履歴の追加対
応）

• 標準仕様書（本編）
• （別紙1）業務フロー
• （別紙2-2）管理項目
• （別紙3）帳票詳細要件
• （別紙4）帳票レイアウト

※適合基準日欄の追加対応
から派生

標準仕様書【第2.0版】改定項目一覧

• 標準仕様書【第2.0版】について、全体に影響する改定内容は下記のとおり。
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• 帳票IDは、デジタル庁が公表した地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化における各種IDの管理方

針【第1.4版】に定められている。また、帳票IDは、帳票毎に一意にコードを定める事とされており、3桁の

業務 ID 及び4桁の帳票コードを合わせた、合計7桁の帳票IDを採番することが示されている。

• 人口動態調査事務システム標準仕様書【第1.0版】では、12帳票を示しているが、帳票IDの採番は未対応で

あるため採番を行う。

１．帳票ID採番の対応（１/２）



8

帳票ID 対象帳票 対象仕様書

0380001 人口動態調査出生票 （別紙3）帳票詳細要件
（別紙4）帳票レイアウト

0380002 人口動態調査死亡票

0380003 人口動態調査死産票

0380004 人口動態調査婚姻票

0380005 人口動態調査離婚票

0380006 備考欄別紙

0380007 事件簿（出生、死亡、
婚姻、離婚用）

0380008 事件簿（死産票）

0380009 人口動態調査票市町村
送付票

0380010 外字出現情報一覧表

0380011 受理証明書（死産）

0380012 媒体出力内容

帳票ID採番イメージ対象帳票一覧

１．帳票ID採番の対応（２/２）

• 下記のとおり、帳票IDの採番イメージと対象となる帳票の一覧を示す。

（別紙４）帳票レイアウト

（別紙３）帳票詳細要件



• 「標準仕様書間の横並び調整方針（令和６年８月７日改定）」の２.標準仕様書のファイル形式及びレイアウ

トに関することについて、帳票ID単位で帳票を示す資料（＝（別紙3）帳票詳細要件）について、いつまで

に帳票を実装する必要があるかを明確にするため、下記の条件が記載されている。

1. 適合基準日を記載する欄を設け、実装必須機能とされる帳票要件については、適合基準日を記載するこ

と。

2. 既存の帳票要件の内容を変更する場合に、最新の適合基準日を適合基準日欄に追加し、従前の適合基準

日は備考欄等に記載すること。

9

２．適合基準日欄の追加対応（１/２）



• 標準仕様書【第2.0版】の（別紙3）帳票詳細要件に適合基準日欄と備考欄を設けた。また、個別の項目が追

加になった際に適合基準日を記載できるようにするため、改定履歴のページを追加する。

適合基準日欄、備考欄の追加イメージ
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２．適合基準日欄の追加対応（２/２）

帳票ID 対象帳票

0380001 人口動態調査出生票

0380002 人口動態調査死亡票

0380003 人口動態調査死産票

0380004 人口動態調査婚姻票

0380005 人口動態調査離婚票

0380006 備考欄別紙

0380007 事件簿（出生、死亡、
婚姻、離婚用）

0380008 事件簿（死産票）

0380009 人口動態調査票市町村
送付票

0380010 外字出現情報一覧表

0380011 受理証明書（死産）

0380012 媒体出力内容

対象帳票一覧

改訂履歴

（別紙４）帳票レイアウト

（別紙３）帳票詳細要件

（別紙３）帳票詳細要件



• 「標準仕様書間の横並び調整方針（令和６年８月７日改定）」において、機能要件の改定時は、改定履歴を

公開することが示されており、標準仕様書【第1.0版】の策定において、（別紙2-1）機能・帳票要件に改定

履歴を設けた。

• 本紙の「２．適合基準日の追加」において、標準仕様書【第2.0版】の（別紙3）機能詳細要件に改定履歴を

追加しているが、改定履歴を設けることで、項目ごとの経緯と適合基準日の管理が可能になることから、他

の標準仕様書についても改定履歴を追加して仕様を統一する。

改訂履歴
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２－１．改定履歴の追加対応（適合基準日欄の追加から派生）

No. 標準仕様書 第1.0版 追加対象

１ 標準仕様書
（本編）

未 ○

２ （別紙1）
業務フロー

未 ○

3 （別紙2-1）
機能・帳票要件

○ －

4 （別紙2-2）
管理項目

未 ○

5 （別紙3）
帳票詳細要件

未 ○
前項で追加

6 （別紙4）
帳票レイアウト

未 ○

改訂履歴の有無一覧

標準仕様書（本編）
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個別の論点の説明



No. カテゴリ 改定項目 影響箇所 備考

１ アンケート結
果を踏まえて
改定する事項

事件簿のプレビュー表示機能に
ついて

• （別紙2-1）機能・帳票要件

２ 送付票の出力日の登録機能につ
いて

• （別紙2-1）機能・帳票要件

３ 死産届の受理証明書のプレ
ビュー表示機能について

• （別紙2-1）機能・帳票要件

４ 業務フローの記載事項の修正に
ついて

• （別紙1）業務フロー

５ 法改正により
改定する事項

氏名の振り仮名の対応について • （別紙2-2）管理項目

６ 共同親権の対応について • （別紙2-2）管理項目

７ 事務局で改定
が必要と判断
した事項

人口動態調査オンライン報告シ
ステムとの連携仕様について

• 標準仕様書（本編）
• （別冊）外部連携仕様書

別冊を新設

８ 調査票の備考欄の活用方法につ
いて

• （別紙2-1）機能・帳票要件

９ 戸籍情報システムからの死産届
データの連携について

• 標準仕様書（本編）
• （別紙2-2）管理項目

10 印刷設定の機能要件の変更につ
いて

• （別紙2-1）機能・帳票要件

標準仕様書【第2.0版】改定項目一覧

• 標準仕様書【第2.0版】について、個別に影響する改定内容は下記のとおり。
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14

現
状

方
針

仕
様
書
案

• 事件簿の出力イメージに対するプレビュー表示機能については、標準仕様書【第1.0版】の（別紙2-1）機能・帳
票要件には実装必須機能と定められている。

• アンケート結果より、現状の自治体の運用では大半の自治体が出力イメージを確認していないと回答している。
• アンケート結果より、ベンダーは画面の表示項目と印刷イメージが同じであれば、プレビュー表示機能の有無に

よって精度に差は生まれにくいと回答している。

• アンケートの結果を踏まえ、事件簿のプレビュー表示機能は、実装必須機能から標準オプション機能に変更する。

標準仕様書【第2.0版】（別紙2-1）機能・帳票要件
大項目 ：02 事件簿
中項目 ：2.3 事件簿出力機能
小項目 ：2.3.1プレビュー表示
機能名称：プレビュー表示
改定種別：ー
機能ID ： 0380289
機能要件：事件簿の出力イメージを表示できること。
実装類型：標準オプション機能

１．事件簿のプレビュー表示機能について
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• 標準仕様書（別紙2-1）機能・帳票要件の事件簿のプレビュー表示機能について、実装類型を実装必須機能

から標準オプション機能に変更する。

Appendix）標準仕様書の改定イメージ

■変更前

■変更後
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現
状

方
針

仕
様
書
案

• 送付票の出力日の登録機能については、標準仕様書【第1.0版】の（別紙2-1）機能・帳票要件に実装必須機能と
定められている。

• アンケート結果より、自治体の運用においては出力日ではなく送付日を使用している。
• アンケート結果より、ベンダーは出力日の登録機能が不要であると回答しており、出力日ではなく送付日が管理さ

れていればシステムの機能として十分であると回答している。

• アンケートの結果をふまえ、運用では送付票の出力日の登録機能を使用しないため機能要件から削除する。

標準仕様書【第2.0版】（別紙2-1）機能・帳票要件
機能ID ：0380307
機能要件：送付票に包含された調査票について、調査票送付日レコードに出力日が登録されること。

上記の機能要件を削除する。

２．送付票の出力日の登録機能について
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• 標準仕様書（別紙2-1）機能・帳票要件の出力日登録機能について、機能要件から削除する。

Appendix）標準仕様書の改定イメージ

■変更前

■変更後
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現
状

方
針

仕
様
書
案

• 受理証明書の出力イメージに対するプレビュー表示機能については、標準仕様書【第1.0版】の（別紙2-1）機
能・帳票要件には実装必須機能と定められている。

• アンケート結果より、自治体は、証明書の発行時の入力誤りを防ぐ目的でプレビュー機能を利用している。
• アンケート結果より、ベンダーによってはプレビュー画面ではなく入力画面で印刷イメージを表示しているので、

プレビュー機能は不要ではないかという意見や、ペーパーレス等の社会的な流れを考慮するとプレビュー機能を実
装した方がよいという意見が挙がった。

• 機能要件の死産票の受理証明書を死産届の受理証明書に修正する。
• 入力画面上で出力イメージが確認できる機能の実装でも可とすることを機能要件欄に追加する。
• 受理証明書のプレビュー表示機能について、実装類型は実装必須機能のままとする。

標準仕様書【第2.0版】（別紙2-1）機能・帳票要件
大項目 ：04受理証明書
中項目 ：4.4受理証明書出力機能
小項目 ：4.4.1プレビュー表示
機能名称：プレビュー表示
改定種別：ー
機能ID ：0380311
機能要件：機能ID：0380310で表示された死産票一覧から選択した死産票について死産届の受理証明書の出力イメー
ジを表示できること。
※入力画面上で出力イメージが確認できる機能の実装でも可とする。
実装類型：実装必須機能

３．死産届の受理証明書のプレビュー表示機能について
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• 標準仕様書（別紙2-1）機能・帳票要件の受理証明書のプレビュー表示機能について、入力画面上で出力イ

メージが確認できる機能の実装でも許容することを機能要件に追加する。

Appendix）標準仕様書の改定イメージ

■変更後

■変更前
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現
状

方
針

仕
様
書
案

• 標準仕様書【第1.0版】の（別紙1）業務フロー 1.6.受理証明書の交付（死産）の項目について、交付申請書を所
定のファイルに綴るフローの説明文が「書類の編纂」という記載になっている。

• 本来、特定のルールに沿って書類をまとめる場合には「書類の編綴」と記載すべきである。

• 標準仕様書（別紙1）業務フロー 1.6.受理証明書の交付（死産）の当該箇所について、「書類の編纂」から「書類
の編綴」に変更する。

標準仕様書【第2.0版】（別紙1）業務フロー 1.6.受理証明書の交付（死産）

「書類の編纂」→「書類の編綴」

４．業務フローの記載事項の修正について



21

• 標準仕様書（別紙1）業務フローの記載を「書類の編纂」から「書類の編綴」に変更する。

Appendix）標準仕様書の改定イメージ

■変更前

■変更後
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現
状

方
針

仕
様
書
案

• 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律
第４８号）が成立し、戸籍の氏名に振り仮名が振られることになった。

• 人口動態調査事務システム標準仕様書【第1.0版】における出生票、死亡票、死産票、婚姻票、離婚票の調査マス
タには、想定される氏名の振り仮名の項目を追加した。

• 令和６年２月14日に戸籍のデータ要件・連携要件【第3.0版】が公開されたが、人口動態調査事務システムに連携
されるデータ項目について、【第1.0版】で定義した振り仮名の項目と差異が発生していた。

• 003_戸籍_機能別連携仕様【第3.0版】で示された連携ID：0030012（出生）のうち、未定義項目である父の氏
名の振り仮名と母の氏名の振り仮名を、人口動態調査事務システム標準仕様書（別紙2-2）管理項目に定義する。

標準仕様書【第2.0版】（別紙2-2）管理項目 に以下を追加する。

1.1.1.出生票（調査マスタ）
• 父の氏名の振り仮名
• 母の氏名の振り仮名

５．氏名の振り仮名の対応について



氏名の振り仮名が定義済みの項目

No. 対象の
調査票

定義済みの
氏名の振り仮名

１ 1.1.1.出生票
（調査マスタ）

• 子の氏名の振り仮名

２ 1.2.1.死亡票
（調査マスタ）

• 氏名の振り仮名

３ 1.3.1.死産票
（調査マスタ）

• 父の氏名の振り仮名
• 母の氏名の振り仮名

４ 1.4.1.婚姻票
（調査マスタ）

• 夫の氏名の振り仮名
• 妻の氏名の振り仮名

５ 1.5.1.離婚票
（調査マスタ）

• 夫の氏名の振り仮名
• 妻の氏名の振り仮名

Appendix）新たに定義する氏名の振り仮名について
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• 氏名の振り仮名が定義済みの項目と、新たに氏名の振り仮名を定義する1.1.1.出生票（調査マスタ）の

標準仕様書案を示す。

新たに氏名の振り仮名を定義する項目

No. 対象の
調査票

定義する予定の
氏名の振り仮名

１ 1.1.1.
出生票（調査マスタ）

• 父の氏名の振り仮名
• 母の氏名の振り仮名
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現
状

方
針

仕
様
書
案

• 民法等の一部を改正する法律（令和６年法律第33号）により共同親権が導入されることとなり、離婚届の様式変
更に伴い、人口動態調査の離婚票についても様式変更が必要となる。

• 現在、人口動態統計の調査票のうち、離婚票に記載する未成年の子の数は離婚届に基づき、人口動態調査必携に定
義されているルールに従って入力が行われているが、現状のルールだと共同親権の子の数を正確に取得することが
できない。また、人口動態調査オンライン報告システムのファイルレイアウトには、共同親権の子の数を定義する
箇所がないため項目の追加が必要となる。

• 人口動態調査票の離婚票の様式変更を検討する。
• 人口動態調査オンライン報告システムと連携する際のファイルレイアウトの変更を検討する。

• 関係省庁と調整中につき、対応方針が決まり次第、標準仕様書への反映を行う。

６．共同親権の対応について
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人口動態調査必携に、離婚票の「未成年の子の数」（夫及び妻の親権を行う子の数）の入力方法が示されている。共同
親権の場合の入力方法も示されているが、夫と妻で子の数を振り分けるなど特殊な入力方法になっているため、下記のと
おりまとめる。

人口動態調査必携（８）〔離婚票の記入方法〕
「(5)未成年の子の数」欄
離婚届(5)「未成年の子の氏名」欄に記載された子の氏名を夫妻それぞれに数えて、子の数を夫妻の各欄に右詰めで記入
すること。
共同親権の子の場合は、次のように記入すること。
・子の数が偶数の場合は夫と妻に均等に振り分けること。
・子の数が奇数で夫妻両方が外国籍の場合は均等に振り分け、割り切れない１人を夫に計上すること。
・子の数が奇数で夫妻の一方が外国籍の場合は均等に振り分け、割り切れない１人を日本国籍を有する方に計上すること。
なお、「夫が親権を行う子」と「妻が親権を行う子」の数を足して７人以上となる場合は確認し、誤りがなければ確認欄
に(5)と記入すること。
離婚届(5)欄の親権を行う子の記載がないときは、離婚票「(5)未成年の子の数」欄は夫妻とも「０」と記入すること。

【参考】共同親権の入力例と問題点

Appendix）現行の離婚票における親権に関する入力方法

子の数 夫 妻 備考 問題点

1 1 0
夫婦両方外国籍、
妻が外国籍

• 子の数はわかるが、
単独親権か共同親権
かを判別出来ない。

2 1 1

3 1 2
夫婦両方外国籍、
夫が外国籍

4 2 2
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現
状

方
針

仕
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書
案

• 標準仕様書【第1.0版】には標準仕様書第三版（令和３年12月改訂）を更新しないことが記載されている。
• 人口動態調査オンライン報告システムとの連携仕様は標準仕様書第三版（令和３年12月改訂）に定義されている。
• データ要件・連携要件に人口動態調査オンライン報告システムへの出力ファイル仕様は記載されていない。
• 共同親権の対応によって離婚票の様式変更が行われた場合、人口動態調査オンライン報告システムの出力ファイル

に項目が追加される見込みである。

• 標準仕様書第三版（令和３年12月改訂）から、人口動態調査オンライン報告システムとの連携に関する内容を抽
出のうえ、外部連携の仕様を定義する仕様書を新たに作成し、標準仕様書の別冊として位置付ける。

• 標準仕様書第三版（令和３年12月改訂）は、今後も更新は行わない。

標準仕様書【第2.0版】（本編）
• 目次に「別冊（外部連携仕様書）」を追加する。
• （5）他システムとの連携機能に人口動態調査オンライン報告システムとの連携仕様については、（別冊）外部連

携仕様書として示すことを追加する。

別冊（外部連携仕様書）
• 標準仕様書第三版（令和３年12月改訂）から外部連携に関する内容を抽出し作成する。

７．人口動態調査オンライン報告システムとの連携仕様について
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• 標準仕様書第三版（令和３年12月改訂）から人口動態調査オンライン報告システムとの連携に関する
内容を抽出し、標準仕様書の別冊とする。

Appendix）標準仕様書（別冊）
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• 人口動態調査事務システム標準仕様書【第2.0版】 P25に（別冊）外部連携仕様書の内容を記述する。

Appendix）標準仕様書（本編）
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• 標準仕様書第三版（令和３年12月改訂）の3-1制御機能一覧の備考欄処理に、調査票の各項目の文字制限が超過し
た場合に、備考欄を活用できる記載がある。

• 一方で、標準仕様書【第1.0版】には、調査票の各項目の文字制限が超過した場合に、備考欄を活用する要件の記
載はない。

• 標準仕様書（別紙2-1）機能・帳票要件に対して、調査票の各項目の文字制限を超過した際に、備考欄を活用でき
る要件を追加する。

標準仕様書【第2.0版】（別紙2-1）機能帳票要件

大項目 ：01 調査票
中項目 ：1.1 調査票作成機能
小項目 ：1.1.221 備考欄の活用
機能名称 ：備考欄処理
機能ID ：0380313
機能要件 ：文字列入力欄の文字数制限を超過した場合は備考欄を活用し入力すること。
実装類型 ：実装必須
要件の考え方・理由：文字数制限を超過する場合は備考欄を活用すること。

８．調査票の備考欄の活用方法について
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• 標準仕様書第三版（令和３年12月改訂）に備考欄の活用方法の詳細が記載されている。

Appendix）標準仕様書第三版（令和３年12月改訂）_備考欄に関する記述
について
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• 標準仕様書（別紙2-1）機能・帳票要件に、備考欄の活用方法に関する機能要件を追加する。

Appendix）標準仕様書の改定イメージ

■変更前

■変更後
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• 標準仕様書【第1.0版】の（別紙2-2）管理項目の「1.3.1.死産票（調査マスタ）」には、戸籍情報システムから
の連携項目が定義されている。

• 戸籍情報システムから死産票データが連携される条件として、認知された胎児が死体で生まれたときのみ該当する
ことが標準仕様書に記載されておらず、データ連携の条件が読み取れない。

• 標準仕様書（別紙2-2）管理項目に、戸籍情報システムからデータが連携される条件として、胎児認知に該当する
場合であることを補足する。

標準仕様書【第2.0版】（本編）
• 「図3-3 基幹系他システムとの連携イメージ仕様書」に死産届の連携を追加する。

標準仕様書【第2.0版】（別紙2-2）管理項目
• 仕様書に下記の条件を追加する。

※戸籍情報システムからの連携は、戸籍法第65条（認知された胎児が死体で生まれたとき）に該当する場合に連携す
る。

９．戸籍情報システムからの死産届データの連携について
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• 人口動態調査事務システム標準仕様書【第2.0版】（本編）P25に死産届のデータ連携について記述する。

Appendix）標準仕様書（本編）
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• 標準仕様書（別紙2-2）管理項目 に、死産票データが連携される条件が胎児認知に該当するときである
ことを記載する。

Appendix）標準仕様書の改定イメージ

※戸籍情報システムからの連携は、戸籍法第65条（認知された胎児が死体で生まれたとき）に該当する場合に
連携する。

～中略～
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• 標準仕様書の改定に向けて見直しを行ったところ、印刷に関する機能要件は標準仕様書【第1.0版】の（別紙2-
1）機能・帳票要件に、標準オプション機能として定められていることが判明した。

• 加えて、機能要件の内容について、カラー印刷等の運用に即していない機能が定義されている。

• 標準仕様書【第1.0版】の（別紙2-1）機能・帳票要件に定められている印刷設定の機能要件の見直しを行い、印
刷時の出力プリンタの変更と用紙（カセット）指定ができることを定義する。

• 運用において印刷は必須であるにも関わらず、印刷設定に関する機能要件が標準オプション機能であることは望ま
しくないため、標準オプション機能から実装必須機能に変更する。

標準仕様書【第2.0版】（別紙2-1）機能帳票要件

大項目 ：00 共通
中項目 ：0.5 帳票出力機能
小項目 ：0.5.5 印刷設定
機能名称 ：印刷設定
機能ID ：0380043
機能要件 ：印刷時の出力プリンタの変更、用紙（カセット）指定ができること。
実装類型 ：実装必須

10．印刷設定の機能要件の変更について
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• 標準仕様書（別紙2-1）機能・帳票要件の帳票出力機能について、機能要件の見直しを行い、実装類型
を標準オプション機能から実装必須機能に変更する。

Appendix）標準仕様書の改定イメージ

■変更前

■変更後
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